
中⼩企業の主体的な取組みを
バックアップします
中⼩企業の⾃主的な経営の⾰新，創業，第⼆創業や
イノベーションの実現への挑戦を，地域社会全体で
バックアップします。

福岡市
中⼩企業
振興条例



福岡市の発展の原動⼒は中⼩企業です

どうして条例を改正したの？

事業所数 従業者数

※「平成26年経済センサスｰ基礎調査結果」
（総務省統計局）から従業員規模300⼈未満の
市内事業所数とその従業者数の構成⽐

改正されたらどうなるの？

中⼩企業の振興に関して，基本理念や施策の基本的事項，福岡市の責務を明確にすることで，
これまで以上に効果的な⽀援を⾏っていきます。

また，中⼩企業者の努⼒や関係機関等の役割，市⺠の理解と協⼒を明確にすることで，より
⼀層の中⼩企業の振興を図ります。

中⼩企業は，市内事業所数の約99％，従業者数の約86％を占めており，本市の経済の重要な役
割を担っています。

また，市⺠の雇⽤や暮らしを⽀えるとともに，地域社会においても，コミュニティの活性化，防
災や災害時の対応などに，重要な役割を果たしています。

急速な⼈⼝の減少，少⼦⾼齢社会の進展，世界経済の変動リスク，第４次産業⾰命とも呼ぶべき
技術⾰新など，中⼩企業は，これまでにない経営環境の変化に直⾯しています。

このような状況の下，本市がますます発展していくためには，中⼩企業が直⾯している経営環境
の変化を新たなビジネスチャンスと捉え，挑戦すること，そして，地域社会全体で
中⼩企業の主体的な取組みをバックアップすることが必要であるため，条例を改正し
ました。

「福岡市中⼩企業振興条例」が改正されました
福岡市では，中⼩企業振興に関する基本理念などを定めた「福岡市中⼩企業振興条例」を

全⾯改正し，施⾏しました。

経済の活性化と市⺠⽣活の向上に⼤きく貢献する中⼩企業を，地域社会全体で振興し，活⼒
ある福岡市の実現を図ります。

中⼩企業
（99.1％）

中⼩企業
（86.3％）



市はどんなことをやるの？

市の責務，中⼩企業⽀援団体等の役割，⾦融機関等の役割，⼤企業者の役割，
教育機関等の役割，市⺠の理解と協⼒を規定し，地域社会全体で中⼩企業者の⾃主的な取組みや
チャレンジをバックアップします。

経営基盤の強化

・経営に関する相談及び助⾔
・資⾦の供給の円滑化
・販路開拓の促進
・経営の承継の円滑化
・⼈材の確保及び育成

・商店街の振興
・伝統産業その他の地域資源や

特産品に係る地場産業の振興

持続的発展の促進

多様で活⼒ある成⻑発展の促進

・中⼩企業者の創業及び第⼆創業並びに経営の⾰新
・中⼩企業者の新商品及び新役務に係る研究開発，技術⾰新及び事業化の促進
・アジアをはじめとする海外市場への事業展開や海外需要の取込みの促進
・知識創造型産業その他の本市経済の次代を担う産業の振興
・観光及びＭＩＣＥ の振興
・企業⽴地及び産業集積の促進

経営基盤の強化，持続的発展の促進，多様で活⼒ある成⻑発展の促進を図るための
市の施策の体系を規定し，中⼩企業の振興を総合的かつ計画的に推進します。

なお，これまでの条例にあった助成などの取組みも引き続き実施していきます。

⼩規模企業者に配慮します

地域社会全体で中⼩企業の振興を図り，中⼩企業が⽣き⽣きと
活動する，活⼒ある福岡市の実現を図ります。

⾦融機関等 教育機関等

市中⼩企業
⽀援団体等

⼤企業者 市 ⺠

⼩規模企業者は，経営資源の確保が特に困難なことが多いことを踏まえ，
⼩規模企業者の事情に配慮するよう努めます。

みんなの連携と協⼒が⼤切です

※ 国際会議その他の多くの集客交流が⾒込まれる
ビジネスイベントのこと

※

１ ２

３

中⼩企業者
⾃主的な取組みや
チャレンジ

中⼩企業者
⾃主的な取組みや
チャレンジ



福岡・博多のまちは，アジアに近いという地理的特性から，

「金印」や「鴻臚館」に象徴されるように，古来，アジアと日

本の交流の窓口として発展してきた。中世においては，博多湾

に面する国際貿易都市として，博多商人が活躍し，その進取，

自由，自治の精神に富む気質は，脈々と受け継がれ，まちに活

力を生み出している。

今日，福岡市は，陸海空の交通の拠点を擁し，アジアに開か

れた交流拠点都市として，国内外から多くの人々が観光やビジ

ネスのために訪れている。市民生活を支える卸売業，小売業，

サービス業などに加えて，新たな経済の活力を生み出す情報関

連産業，クリエイティブ産業などの創業や集積も進んでおり，

九州・西日本を代表する大都市として，また，日本経済を牽引

する創業，成長の拠点として発展を続けている。

こうした福岡市の発展の原動力となってきたのは，市内に所

在する事業所の多くを占める中小企業である。中小企業は，地

域資源を活用し，創意工夫を凝らしながら，新しい商品やサー

ビスの開発などに積極的に挑戦している。また，その事業活動

を通じて，市民の雇用や暮らしを支えるとともに，地域社会に

おいても，コミュニティの活性化，防災や災害時の対応などに，

重要な役割を果たしている。

しかしながら，急速な人口の減少，少子高齢社会の進展，自

然災害リスクの増大など，深刻な社会的課題に加え，世界経済

の変動リスク，グローバル化に伴う国内外の企業間競争の激化，

ＩｏＴ，ビッグデータ，人工知能等による第４次産業革命とも

呼ぶべき技術革新など，中小企業は，これまでにない経営環境

の変化に直面している。

このような状況の下，人と環境と都市活力の調和がとれた都

市として，生活の質の向上と都市の成長の好循環を創り出して

いくためには，直面している経営環境の変化を新たなビジネス

チャンスと捉え，中小企業が自主的な経営の革新，第二創業や

イノベーションの実現に果敢に挑戦するとともに，福岡市にお

ける産業振興の特色である産学官の連携をさらに推し進め，中

小企業の活動を，市，中小企業支援団体等，金融機関等，大企

業者，教育機関，大学等研究機関及び市民が一丸となって支援

していく必要がある。

よって，地域社会全体で中小企業の振興を図り，中小企業が

生き生きと活動する，活力ある福岡市の実現を図るため，ここ

に，この条例を制定する。

第１条 この条例は，中小企業が本市経済において果たす役割

の重要性に鑑み，中小企業の振興に関し，基本理念を定め，

市の責務，中小企業者が努めるべき事項等を明らかにすると

ともに，中小企業の振興に関する施策の基本となる事項を定

めることにより，中小企業の振興を総合的かつ計画的に推進

し，もって中小企業の健全な発展，本市経済の活性化及び市

民生活の向上に寄与することを目的とする。

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，

それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1) 中小企業者 中小企業基本法（昭和38 年法律第154号。

以下「法」という。）第２条第１項の中小企業者であって，

市内に事務所又は事業所を有するものをいう。

(2) 協同組合等 次に掲げる中小企業者の団体又はこれに準

じるもので市長が認めたものをいう。

ア 中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185

号）第３条第１項に規定する事業協同組合，事業協同小

組合，協同組合連合会，企業組合，協業組合，商工組合

及び商工組合連合会

イ 商店街振興組合法（昭和37年法律第141号）第２条第１

項の商店街振興組合及び商店街振興組合連合会

ウ 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法

律（昭和32年法律第164号）第３条の生活衛生同業組合

福岡市中小企業振興条例（平成29年7月１日施行）

(3) 中小企業支援団体等 商工会議所，商工会，協同組合等

その他の中小企業に対する支援を行う団体又は個人をいう。

(4) 金融機関等 銀行，信用金庫，信用協同組合その他の金

融機関及び信用保証協会であって，市内に事務所又は事業

所を有するものをいう。

(5) 大企業者 中小企業者以外の事業者であって，市内に事

務所又は事業所を有するものをいう。

(6) 教育機関 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条の

学校その他の教育，学術又は文化に関する事業を行う機関

あって，市内においてこれらを行うものをいう。

(7) 大学等研究機関 学校教育法第１条の大学及び高等専門

学校その他の研究開発を行う機関であって，市内において

これを行うものをいう。

第３条 中小企業の振興は，中小企業者が経営基盤の強化，生

産性の向上をはじめとする経営の改善及び経営の革新（法第

２条第２項の経営の革新をいう。以下同じ。）に自主的に努

めるとともに，市，国，関係地方公共団体，中小企業支援団

体等，金融機関等，大企業者，教育機関，大学等研究機関及

び市民の協力を得ることを基本として，推進されなければな

らない。

第４条 市は，前条に規定する基本理念（以下「基本理念」と

いう。）に基づき，中小企業の振興に関し，施策を総合的か

つ計画的に策定し，及び実施しなければならない。

２ 市は，前項の規定による施策の策定及び実施に当たっては，

中小企業者の実態の把握に努めるとともに，国，関係地方公

共団体，中小企業者，中小企業支援団体等，金融機関等，大

企業者，教育機関，大学等研究機関及び市民と連携し，及び

協力して効果的に実施するよう努めなければならない。

第５条 中小企業者は，基本理念に基づき，経済的社会的環境

の変化に対応して，自主的に経営基盤の強化，生産性の向上

をはじめとする経営の改善及び経営の革新を図るよう努めな

ければならない。

２ 中小企業者は，地域社会を構成する一員としての社会的責

任を自覚し，中小企業者相互の連携及び協力に努め，その事

業活動を通じて，地域社会の発展及び市民生活の向上に貢献

するよう努めるものとする。

３ 中小企業者は，雇用の安定及び人材の育成並びに従業員の

労働環境の整備及び福利厚生の充実に努めるものとする。

４ 中小企業者は，市が実施する中小企業の振興に関する施策

（以下「中小企業振興施策」という。）に協力するよう努め

るものとする。

第６条 中小企業支援団体等は，地域社会を構成する一員とし

ての社会的責任を自覚し，基本理念に基づき，中小企業者が

行う自主的な経営基盤の強化，生産性の向上をはじめとする

経営の改善及び経営の革新を図るための取組を積極的に支援

するとともに，中小企業振興施策に協力するよう努めるもの

とする。

第７条 金融機関等は，事業活動を行うに当たっては，地域社

会を構成する一員としての社会的責任を自覚し，基本理念に

基づき，中小企業者の経営努力を支援するよう努めるものと

する。

２ 金融機関等は，中小企業振興施策に協力するよう努めるも

のとする。

（目的）

（定義）

（基本理念）

（市の責務）

（中小企業者の努力）

（中小企業支援団体等の役割）

（金融機関等の役割）



第８条 大企業者は，事業活動を行うに当たっては，地域社会

を構成する一員としての社会的責任を自覚し，基本理念に基

づき，中小企業者との連携及び協力に努めるものとする。

２ 大企業者は，中小企業振興施策に協力するよう努めるもの

とする。

第９条 教育機関は，地域社会を構成する一員としての社会的

責任を自覚し，基本理念に基づき，次世代を担う児童生徒等

に対し教育活動を通じて，勤労及び職業に対する意識の啓発

並びに中小企業が果たす役割等に対する理解の促進に努める

ものとする。

２ 大学等研究機関は，地域社会を構成する一員としての社会

的責任を自覚し，基本理念に基づき，中小企業者との共同研

究，中小企業者の技術の革新と向上を図るための支援及び中

小企業の振興に資する人材の育成を行うとともに，中小企業

振興施策に協力するよう努めるものとする。

第10条 市民は，基本理念に基づき，中小企業が果たす役割並

びに地域社会と中小企業との連携の重要性を理解し，中小企

業の健全な発展に協力するよう努めるものとする。

第11条 市は，中小企業者の経営基盤の強化を促進するため，

次に掲げる施策の推進を図るものとする。

(1) 中小企業者の経営に関する相談及び助言に関すること。

(2) 中小企業者に対する資金の供給の円滑化に関すること。

(3) 中小企業者が行う販路開拓の促進に関すること。

(4) 中小企業者の経営の承継の円滑化に関すること。

(5) 中小企業者における人材の確保及び育成に関すること。

(6) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認めること。

第12条 市は，中小企業者の持続的発展を促進するため，次に

掲げる施策の推進を図るものとする。

(1) 商店街の振興に関すること。

(2) 伝統産業その他の地域資源や特産品に係る地場産業の振

興に関すること。

(3) 前２号に掲げるもののほか，市長が必要と認めること。

第13条 市は，経済的社会的環境の変化に対応した，中小企業

者の多様で活力ある成長発展を促進するため，次に掲げる施

策の推進を図るものとする。

(1) 中小企業者の創業及び第二創業（既に事業を営んでいる

中小企業者が，事業の形態の転換又は新しい事業若しくは

分野に進出することをいう。）並びに経営の革新に関する

こと。

(2) 中小企業者の新商品及び新役務に係る研究開発，技術革

新及び事業化の促進に関すること。

(3) アジアをはじめとする海外市場への事業展開や海外需要

の取込みの促進に関すること。

(4) 知識創造型産業（ソフトウェアの開発，半導体製品の設

計その他の電子計算機を用いて情報，知識等の知的資源を

活用した製品開発を行う事業及びこれに付随するものをい

う。）その他の本市経済の次代を担う産業の振興に関する

こと。

(5) 観光及びＭＩＣＥ（国際会議その他の多くの集客交流が

見込まれるビジネスイベントをいう。）の振興に関するこ

と。

(6) 企業立地及び産業集積の促進に関すること。

(7) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認めること。

第14条 市は，中小企業の振興に関する施策を講じるに当たっ

ては，経営資源の確保が特に困難であることが多い小規模企

業者（法第２条第５項の小規模企業者であって，市内に事務

所又は事業所を有するものをいう。）の事情に配慮するよう

努めるものとする。

第15条 市長は，規則で定めるところにより，組織化（中小企

業者が第２条第２号に規定する事業協同組合，事業協同小組

合，企業組合，協業組合，商工組合及び商店街振興組合を組

織することをいう。），集団化（独立行政法人中小企業基盤

整備機構施行令（平成16年政令第182号）第３条第１項第３号

の事業又はこれに準じる事業で，市長が認めたものをい

う。）及び共同施設（同項各号（第３号を除く。）に掲げる

事業を行うための施設又はこれらに準じる施設で，市長が認

めたものをいう。）の設置に要する助成金の交付その他の助

成措置を講じることができる。

２ 市は，前項に定めるもののほか，中小企業の振興に関する

施策を実施するため，必要な財政上の措置を講じるよう努め

るものとする。

３ 市は，工事の発注，物品及び役務の調達等に当たっては，

予算の適正な執行並びに透明かつ公正な競争及び契約の適正

な履行の確保に留意しつつ，中小企業者の受注の機会の確保

に努めるものとする。

第16条 市長は，中小企業の振興に関する施策を総合的かつ計

画的に実施するための基本的な計画（以下「基本計画」とい

う。）を策定しなければならない。

２ 市長は，基本計画を策定しようとするときは，第18条第１

項の福岡市中小企業振興審議会の意見を聴かなければならな

い。

３ 市長は，基本計画を策定したときは，速やかにこれを公表

しなければならない。

４ 前２項の規定は，基本計画の変更について準用する。

第17条 市長は，毎年度，中小企業の振興に関する施策の実施

状況を公表しなければならない。

第18条 この条例の適正な運用を図り，本市の中小企業の振興

に関し広く意見を反映させるため，市長の附属機関として福

岡市中小企業振興審議会（以下「審議会」という。）を置く。

２ 審議会の組織及び運営に関し必要な事項は，規則で定める。

第19条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，平成29年７月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現にこの条例による全部改正前の福岡

市中小企業振興条例（以下「旧条例」という。）の規定によ

る助成を受けている中小企業者及び協同組合等に係る取扱い

については，この条例による全部改正後の福岡市中小企業振

興条例（以下「新条例」という。）の規定にかかわらず，な

お従前の例による。

３ 旧条例第16条第１項の規定により置かれた福岡市中小企業

振興審議会は，この条例の施行の日において，新条例第18条

第１項の規定により置かれた審議会となり，同一性をもって

存続するものとする。

（大企業者の役割）

（教育機関等の役割）

（市民の理解と協力）

（経営基盤の強化）

（持続的発展の促進）

（多様で活力ある成長発展の促進）

（小規模企業者への配慮）

（財政上の措置）

（基本計画の策定）

（実施状況の公表）

（中小企業振興審議会）

（委任）



■お問い合わせ
福岡市経済観光⽂化局 中⼩企業振興部 経営⽀援課
〒812-0011
福岡市博多区博多駅前２丁⽬９番28号 福岡商⼯会議所ビル２Ｆ
TEL：092-441-1232 FAX：092-441-3211
HP：http://www.city.fukuoka.lg.jp/keizai/keieishien/

福岡市中⼩企業サポートセンターでは，福岡市の中⼩企業向け⽀援施策を
実施しています。ホームページをぜひご覧ください。

福岡市中⼩企業サポートセンター ホームページ
http://www.city.fukuoka.lg.jp/keizai/keieishien/

福岡市 中⼩企業 検 索


